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事務支援システムにおける令和元年度（2019）事業計画データについて

　今後の事業計画に係る一部の手続きについては、システムを活用することにより三者（活動組織、市町村、道・道協議会）がインターネットを介して関係情報を相互に共有できるとともに、内容の確認や修正等にも容易に対応できることを目指し進めますので、ご理解、ご協力をお願いします。
　
昨年度（Ｒ元）は、国の制度見直しによる事業計画様式の一部改正を受け、全組織とも新様式による認定手続きを行っておりますが、システムにおいては、昨年度から段階的運用している関係から、令和元年度（2019）の事業計画データが直近の認定（計画変更含む）データと一致していないことが懸念されます。

システムにおいても認定された事業計画について確認できるよう整備する必要があるとともに、特に令和２年度（2020）で事業計画に変更のない組織は、令和元年度（2019）データが直近で認定した現行事業計画となることから、令和元年度の活動組織における「システム内令和元年度（2019）事業計画データ」について、次により確認等をお願いします。

記
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１．データの確認
システムの令和元年度（2019）事業計画データが令和元年度の最終認定（変更があった場合は変更後）データと一致していることを確認してください。

２．最終認定データでない場合
最終認定データとなっていない場合は、正しいデータに修正してください。
また、道協議会からの修正箇所等の確認結果が送付されている場合は、その修正等が確実に反映されていることを確認してください。

３．その他
　　修正がある場合は、５月末までに修正を終えるようご協力をお願いします。
　　その後、道協議会において、データの内容を再確認させていただき、令和２年度当初で事業計画に変更のない組織については、令和２年度（2020）における事業計画データを令和元年度（2019）事業計画データに一斉に置き換える予定です。



